委員提出資料

「共生社会地域フォーラム開催」

〔モデル事業の千葉など１０都市〕

　障がい者差別解消法の施行を前に、機運を高め、各地での取組を促進するため、内閣府が主催する「共生社会地域フォーラム」が先月から始まった。

　（中略）

　千葉会場では、同法で設置できるとされている「障がい者差別解消支援地域協議会」の体制整備にむけたモデル事業が２０１４年度から予定されているのを受けて、条例にもとづく既存の枠組をもつ、千葉県からの発信に期待する意見が相次いだ。

　「千葉県障がいのある人の相談に関する調整委員会」で、全盲の障がい当事者として委員長を務める高梨健二さんは、パネルディスカッションで、障がい者虐待防止法にもとづく権利擁護の仕組み、障がい者総合支援法による地域の協議会、差別解消法の「地域協議会」、さらに、条例による個別事案解決のための調整機関など、それぞれの機能・役割の整理が必要との認識を示した。県内の障がい者からも、「相談から解決までのプロセスが分かりにくい」という声が寄せられていることを紹介し、「窓口の一本化が望ましい」と話した。

　また、条例の周知が必ずしも進んでおらず、県民の関心が薄らいでいる点にも触れ、差別解消法のモデル事業に取り組むことで、地域住民の意識をさらに高めていくことに意欲を示していた。

　（後略）
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